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「平成２０年度我が国の IT 利活用に関する調査研究」 

（電子商取引に関する市場調査）の結果公表について（補足説明） 

 

１．調査・分析方法 

（１）調査方法 

①電子商取引（ＥＣ）の定義 

 本調査では、広義及び狭義の電子商取引（ＥＣ）を以下のように定義しています。 

 

図表１ 電子商取引（ＥＣ）の定義 

【広義の電子商取引（EC）の定義】

【狭義の電子商取引（EC）の定義】

・請求／決済／納品

・設計情報共有

・サービス利用

・受発注予約

・確定受発注

・製品情報入手／提供

・見積／商談／取次

・需要計画、在庫情報共有

・請求／決済／納品

・設計情報共有

・サービス利用

・受発注予約

・確定受発注

・製品情報入手／提供

・見積／商談／取次

・需要計画、在庫情報共有

「インターネット技術を用いたコンピュータ・ネットワーク・システムを介して商取引が行われ、かつその成約金額
が捕捉されるもの」
ここで商取引行為とは、「経済主体間での財の商業的移転に関わる、受発注者間の物品、サービス、情報、

金銭の交換」をさす。
「インターネット技術」とは、 TCP/IPプロトコルを利用した技術を指しており、公衆回線上のインターネットの他、

エクストラネット、インターネットVPN、IP-VPN等が含まれる。

「コンピューター・ネットワーク・システム」を介して商取引が行われ、かつその成約金額が捕捉されるもの」
ここで商取引行為とは、「経済主体間での財の商業的移転に関わる、受発注者間の物品、サービス、情報、金銭の交

換」をさす。
狭義のECに加え、VAN・専用線等、TCP/IPプロトコルを利用していない従来型EDI（例. 全銀手順、EIAJ手順などを用

いたもの）が含まれる。

受発注前 受発注時 受発注後

受発注を要件としたEC（狭義および広義）

確定成約金額を参入
 

 

②調査対象 

 電子商取引市場規模の推計にあたり、ＢｔｏＢ ＥＣ市場においては、「建設・不動産業」、「食品

製造業」、「繊維・日用品・化学製造業」、「鉄・非鉄金属製造業」、「産業関連機器・精密機器製造

業」、「電気・情報関連機器製造業」、「輸送用機械製造業」、「情報通信業」、「運輸業」、「卸売業」、

「金融業」、「広告・物品賃貸業」、「小売業（総合小売業、衣料・アクセサリー小売業、食料品小売

業、自動車・パーツ・家具・家庭用品・電気製品小売業、医薬化粧品小売業、スポーツ・本・音楽・

玩具小売業）」、「その他サービス業（旅行・宿泊・飲食業、娯楽業）」の、全１４業種を対象としてい

ます。 

 また、ＢｔｏＣ ＥＣ市場においては、「総合小売業」、「衣料・アクセサリー小売業」、「食料品小売

業」、「自動車・パーツ・家具・家庭用品・電気製品小売業」、「医薬化粧品小売業」、「スポーツ・

本・音楽・玩具小売業」、「サービス業（旅行・宿泊・飲食業）」、「サービス業（娯 

楽業）」、「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業」、「金融業」、「その他（卸売業、その他サ

ービス業）」の全１４業種を対象としています。 
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図表３ 調査対象業種一覧 

産業 業種 業種構成
日本標準

産業分類コード（JSIC）

総合工事業

職別工事業

設備工事業

不動産取引業

不動産賃借業・管理業

食料品製造業

飲料・たばこ・飼料製造業

繊維工業

衣服・その他の繊維製品製造業

木材・木製品製造業

家具・装備品製造業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

石油製品・石炭製品製造業

化学工業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

非鉄金属製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

金属製品製造業

一般機械器具製造業

精密機械器具製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

電子部品・デバイス製造業

輸送用機械製造業 輸送用機械器具製造業 30

情報サービス業

映像・音声・文字情報制作業

インターネット付随サービス業

通信（信書送達業を除く）業

放送業

鉄道業

航空運輸業

道路旅客運送業

水運業

運輸に付帯するサービス業

倉庫業

道路貨物運送業

各種商品卸売業

建築材料、鉱物・金属材料等卸売業

機械器具卸売業

繊維・衣服等卸売業

飲食料品卸売業

その他の卸売業

総合小売業 総合小売 55

衣料・アクセサリー小売業 衣料・アクセサリー 56

食料品小売業 食料品 57

自動車・自転車

部品・用品

家具（家具・建具・畳小売）

家庭用品（その他のじゅう器小売）

機械器具

医療化粧品小売業 医療化粧品 601

本（書籍・文房具小売業）

スポーツ用品・玩具・娯楽用品・楽器

証券、商品先物取引業

銀行業

協同組織金融業

郵便貯金取扱機関、政府関係金融機関

貸金、投資業等非預金信用機関

補助的金融、金融付帯業

保険業（保険媒介代理業、保険サービス業含む）

広告業

物品賃貸

旅行業

宿泊

一般飲食店

遊興飲食店

娯楽業 娯楽（エンタテインメント） 84

604、605

61～67

88、89

70～72、831

11～21

22～25

26、31

27～29

37～41

42～48

49～54

58、591、592、599

09、10

広告・物品賃貸業

旅行・宿泊・飲食業

06～08、68、69

卸売業

自動車・パーツ・家具・
家庭用品・電気製品
小売業

スポーツ・本・音楽・玩具
小売業

金融業

産業関連機器・
精密機器製造業

電気・情報関連機器
製造業

情報通信業

運輸業

建設・不動産業

食品製造業

繊維・日用品・
化学製造業

鉄・非鉄金属製造業

卸売

小売

金融

サービス

建設・不動産

製造

情報通信

運輸
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 インターネットに関する新たなビジネスモデルの実態調査においては、日本、米国、欧州、アジ

アの４つの国・地域を調査対象としています。欧州、アジアに関しては、対象地域に含まれる国の

数が多いため、特に電子商取引や、インターネットビジネスが進展、拡大していることが期待され

る国を中心に調査を行いました。欧州で調査の中心としたのは英国、ドイツ、フランスの３カ国、ア

ジアで調査の中心としたのは、中国、韓国、シンガポールの３カ国となります。 

 また、本調査では、ＰＣ、携帯電話、カーナビ、ＩＰＴＶの 4 つの機器を対象としたインターネットビ

ジネスの動向を調査しています。これら 4 つの機器を、本調査では特に「ウィンドウ」と呼びます。 

 

③調査手法 

 本調査では、企業及び消費者における電子商取引の実態、及びインターネットに関する新たな

ビジネスモデルの実態を把握するため、各業界を代表する事業者、あるいは特長的なサービスを

提供している事業者に対して、訪問によるインタビュー調査を実施しました。インタビューの実施件

数は、日本の事業者に対して３７件、米国の事業者に対して２１件、欧州（英国、ドイツ、フランスな

ど）の事業者に対して１５件、アジア（中国、韓国、シンガポール）の事業者に対して１５件となって

います。 

 また、各国の政府発行レポートや、統計、事業者ホームページ等の文献（公知情報）調査も併

せて、実施しております。 

 

図表２ 調査手法 

国内事業者
インタビュー調査

米国事業者
インタビュー調査

欧州事業者
インタビュー調査

アジア事業者
インタビュー調査

インタビュー
調査

文献調査

調査

国内EC市場規模推計

概要

• 日米欧亜の4地域を対象に、公知情報（ホームページ、新聞、雑誌、調査会

社レポートなど）の文献調査を実施。

• 日本におけるBtoB-EC（広義／狭義）、BtoC-ECの市場規模推計を、原則

文献調査情報などに基づき推計。

• BtoB事業者6件、BtoC事業者31件、計37件のインタビュー調査を実施。

• BtoC事業者21件のインタビュー調査を実施。

• BtoC事業者15件（英国6件、フランス3件、ドイツ4件、その他2件）の、インタ

ビュー調査を実施。

• BtoC事業者15件（中国6件、韓国6件、シンガポール3件）の、インタビュー

調査を実施。
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（２）分析方法 

 本調査における、電子商取引市場規模推計では、原則、対象とする全業種において、企業の

電子商取引金額を販売額から捕捉し、電子商取引市場規模を算出しています。 

 

図表４ ＥＣ市場規模の金額算入範囲 

産業 業種 算入金額

建設・不動産 建設・不動産業 受注金額、手数料収入

製造 食品製造業 出荷金額

繊維・日用品・化学製造業

鉄・非鉄金属製造業

産業関連機器・精密機器製造業

電機・情報関連機器製造業

輸送用機械製造業

情報通信 情報通信業 事業収入

運輸 運輸業 事業収入

卸売 卸売業 販売金額

金融 金融業 手数料収入、保険料収入

小売 総合小売業 販売金額

衣料・アクセサリー小売業

食料品小売業

自動車・パーツ、家具・家庭用品、電気製品小売業

医療化粧品小売業

スポーツ・本・音楽・玩具小売業

サービス 広告・物品賃貸業 売上高

宿泊・旅行、飲食業 取扱高、販売金額

娯楽業 取扱高、販売金額  
 

２．ＥＣの市場動向 

（１）ＢｔｏＢ ＥＣ（企業間電子商取引）市場 

 

 日本における２００８年の広義ＢｔｏＢ ＥＣ市場規模は、対前年比９８．５％の２４９兆５，８９

０億円、広義ＥＣ化率は前年より０．４ポイント増加し、２１．２％。 

 ２００８年の狭義ＢｔｏＢ ＥＣ市場規模は、１５８兆８，６００億円、狭義ＥＣ化率は前年より０．

２ポイント増加し、１３．５％。 

  

 ２００８年は、前半の燃料費などの高騰や、米国の金融サブプライム問題などに端を発する米

国不況などの影響を受け、我が国法人の全体売上額が減少しました。それに伴い、ＥＣ市場規模

に落ち込みが見られます。ただしＥＣの拡大を示す指標であるＥＣ化率は、広義、狭義共に増加し

ており、着実にＥＣが浸透しつつあることを示しています。 

 業界のＥＣプラットフォームの中小企業への浸透、業界によるＷｅｂ-ＥＤＩ効率化の取り組み推

進、流通ビジネスメッセージ標準（流通ＢＭＳ）の拡大、ＭＲＯ品サイトの拡大などが、ＥＣ化率上昇
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の要因であると考えられます。 

 また、新たな動きとして、２００８年は、複数の企業が、中小企業などを対象とした中国向けＥＣ

販売支援サービスの提供を開始したことが挙げられます。今後、浸透すれば、国内中小企業によ

る中国へのＥＣ販売が、拡大する可能性があると考えられます。 

 

図表５ 日本におけるＢｔｏＢ ＥＣの業種別内訳 

EC市場規模 EC化率 EC市場規模 EC化率 EC市場規模 EC化率 EC化率 EC市場規模 EC化率 EC市場規模 EC化率 EC化率

（億円） （億円） （億円） （億円） 対前年比 （億円） （億円） （億円） 対前年比
建設 建設・不動産 49,530 3.3% 50,530 3.4% 53,740 3.9% 55,120 102.6% 4.0% 37,680 2.5% 39,810 2.9% 40,910 102.8% 3.0%

食品 160,870 35.9% 162,230 37.1% 171,280 38.2% 178,210 104.0% 39.0% 20,840 4.8% 24,330 5.4% 27,170 111.7% 5.9%
繊維・日用品・化学 271,880 28.6% 281,980 28.6% 298,950 29.5% 311,470 104.2% 30.1% 171,630 17.4% 181,710 17.9% 189,450 104.3% 18.3%
鉄・非鉄金属 137,090 23.3% 144,950 22.8% 162,380 23.5% 163,200 100.5% 24.0% 101,740 16.0% 113,380 16.4% 113,820 100.4% 16.7%
産業関連機器・精密機
器

94,410 20.5% 102,280 19.9% 108,370 20.5% 102,870 94.9% 20.9% 69,090 13.5% 72,890 13.8% 69,250 95.0% 14.1%
電気・情報関連機器 313,550 39.6% 318,730 37.5% 344,770 38.7% 327,250 94.9% 39.5% 224,840 26.5% 241,910 27.2% 229,830 95.0% 27.8%
輸送用機械 286,030 46.4% 310,650 45.1% 357,750 46.5% 349,380 97.7% 47.5% 242,030 35.2% 276,590 36.0% 269,790 97.5% 36.7%

情報通信 情報通信 63,120 12.2% 63,200 10.2% 65,670 10.4% 63,120 96.1% 10.6% 53,700 8.7% 55,270 8.8% 53,190 96.2% 8.9%
運輸 運輸 48,790 8.7% 52,820 8.8% 54,820 9.0% 57,020 104.0% 9.2% 45,620 7.6% 46,880 7.7% 48,580 103.6% 7.8%
卸売 卸売 710,440 20.1% 714,830 18.1% 800,760 18.7% 773,930 96.6% 19.1% 422,050 10.7% 472,550 11.0% 456,670 96.6% 11.3%
金融 金融 87,750 12.9% 89,790 13.8% 92,820 14.2% 92,520 99.7% 14.5% 67,990 10.4% 69,790 10.7% 69,570 99.7% 10.9%
サービス 広告・物品賃貸 2,150 1.1% 11,280 4.9% 11,020 5.1% 9,970 90.4% 5.2% 10,840 4.7% 10,470 4.8% 9,320 89.1% 4.9%

小売 9,120 N/A 9,410 N/A 9,680 N/A 9,860 101.9% N/A 9,160 N/A 9,310 N/A 9,430 101.3% N/A

その他サービス 680 N/A 1,840 N/A 1,960 N/A 1,970 100.6% N/A 1,540 N/A 1,620 N/A 1,620 100.2% N/A

2,235,390 N/A 2,314,520 N/A 2,533,970 N/A 2,495,890 98.5% N/A 1,478,750 N/A 1,616,510 N/A 1,588,600 98.3% N/A

2,225,590 20.6% 2,303,270 19.8% 2,522,330 20.8% 2,484,060 98.5% 21.2% 1,468,050 12.6% 1,605,580 13.3% 1,577,550 98.3% 13.5%

2008年

EC市場規模

広義EC 狭義EC

合計
合計（その他を除く）

2006年 2007年2008年

EC市場規模

製造

その他

業種

2005年 2006年 2007年

 

※上記表のうち「その他（小売、その他サービス）」については、ＥＣ化率算出の際に分母とする、これらの業種に

おけるＢｔｏＢ取引の全体商取引規模算出が困難であるため、ＥＣ化率算出の対象外としています。また、これらを

含む「合計」についても同様の理由で、ＥＣ化率算出の対象外としています。 

 

（２）ＢｔｏＣ ＥＣ（企業間電子商取引）市場 

 

 ２００８年のＢｔｏＣ－ＥＣ市場規模は、前年の５兆３，４４０億円と比較すると、対前年比１１

３．９％の６兆８９０億円。市場規模は堅調に成長しているものの、成長率は鈍化傾向。 

 ＥＣ化率は、前年の１．５２%と比較すると、０．２７ポイント増の１．７９％。 

 

 市場規模の増減は、「宿泊・旅行業、飲食業」（対前年差１，８１０億円増）、「情報通信業」（対前

年１，４００億円増）、「総合小売業」（対前年１，３６０億円増）などの業種の対前年差が大きく、こ

れらの業種がＢｔｏＣ ＥＣ市場規模の底上げに寄与していると言えます。 

 また、ＥＣ化率の増減は、「宿泊・旅行業、飲食業」（対前年０．８２ポイント増）、「総合小売業」

（対前年０．３９ポイント増）などの業種の対前年差が大きく、商取引の電子化が伸展していると言

えます。 

 「宿泊・旅行、飲食業」の進展の背景には、旅行事業者による交通チケットと宿泊・旅行予約サ

ービスとを自由に組み合わせられる「ダイナミックサービス」提供の更なる浸透、宿泊・旅行予約

サービス利用のファミリー層への拡大などが寄与していると考えられます。 

 また、「総合小売業」では、通信販売事業者や百貨店のインターネットショッピングチャネルの売

上拡大、大手スーパーによるネットスーパーの展開などが市場規模の成長やＥＣ化率の上昇に寄

与していると考えられます。 
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図表６ 日本におけるＢｔｏC ＥＣの業種別内訳 

EC市場規模 EC化率 EC市場規模 EC化率 EC市場規模 EC化率

（億円） （億円） （億円） 対前年比

総合小売業 9,860 2.23% 12,190 2.78% 13,550 111.2% 3.17%

衣料・アクセサリー小売業 440 0.34% 570 0.45% 730 128.1% 0.58%

食料品小売業 2,040 0.34% 2,510 0.42% 2,930 116.7% 0.48%

自動車・パーツ小売業

家具・家庭用品小売業

電気製品小売業

医薬化粧品小売業 1,110 1.25% 1,410 1.47% 1,720 122.0% 1.67%

スポーツ・本・音楽・玩具小売業 1,950 1.06% 2,220 1.22% 2,650 119.4% 1.52%

宿泊・旅行業

飲食業

娯楽業 870 0.57% 990 0.63% 1,020 103.0% 0.66%

N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A

1,350 N/A 1,510 N/A 1,700 112.6% N/A

11,900 N/A 14,880 N/A 16,280 109.4% N/A

2,110 N/A 2,370 N/A 2,670 112.7% N/A

960 N/A 1,010 N/A 870 86.1% N/A

43,910 N/A 53,440 N/A 60,890 113.9% N/A

27,060 1.25% 33,050 1.52% 38,670 117.0% 1.79%

1.71%

5,080 2.18%

530 N/A
その他

N/A

合計

合計（小売・サービス）

運輸業

金融業

卸売業

116.5%

127.8%

112.9%

2.04%

620

製造業

情報通信業

2008年

2.36%

N/A

7,750

3.53%8,320

700

2006年 2007年

サ
ー

ビ
ス
業

建設業

業種

6,650

小
売
業

6,510 2.71%

5,710

 

 

３．インターネットに関する新たなビジネスモデルの実態把握 

（１）各国・地域の動向 

①日本 

 

 ＥＣ利用動向に変化。購買単価は減少するも、購買頻度は増加。 

 携帯電話からのＥＣ利用、ＣＧＭ利用は拡大。 

 カーナビ、IPTV 向けのインターネットビジネスも徐々に拡大。 

 

 ＰＣにおけるＥＣでは、不景気の影響により、消費者の購買行動に変化が生じています。大手シ

ョッピングモール運営事業者によると、１回あたりの購買単価は減少傾向にありますが、年間の購

買回数（購買頻度）は増加傾向にあると言います。この背景として、購買時に「より安く」という意識

が高まってきており、インターネット上で商品を購入する際には、価格比較などを行うことでより安

い商品、より安いショップを選択する消費者が増え、１回あたりの購買単価が減少していることが

考えられます。また、年間の購入回数の増加については、実店舗での購買に対して、価格比較な

どを行いやすいインターネット上での購買を選択する消費者が増加しているものと考えられます。 
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 事業者動向としては、今まで独自にＥＣサイトを運営してきた大手事業者が、ショッピングモー

ルや価格比較サイトを利用し始めてきていることが挙げられます。 

 携帯電話におけるＥＣでは、物販に関して、ＰＣと携帯電話の両方でＥＣサイトを展開している事

業者によると、ＰＣのＥＣ販売額は従前に比べると成長率が鈍化傾向にあるものの、携帯電話の

ＥＣ販売額は依然として高い成長率を維持していると言います。携帯電話のＥＣサイトで購入され

る商品は、従来は商品確認を必要としない書籍やＣＤ・ＤＶＤなどが中心でしたが、これらの商品

に加えて、近年では衣料・ファッションなどの売れ行きが好調です。 

 デジタルコンテンツ配信も好調です。デジタルコンテンツ白書２００８（財団法人デジタルコンテン

ツ協会）によると、２００８年の携帯電話上で流通しているデジタルコンテンツの市場規模は６，２３

４億円と予測されており、デジタルコンテンツの総市場規模９，６７８億円のうち、６４．４％を占めて

います。従来から市場規模が大きかった音楽配信に加えて、近年では映像配信や電子書籍など

の成長が好調といいます。 

 また、ＣＧＭに関しても、ＰＣ向けのサイトと比較して、携帯電話向けのサイトが好調であり、利

用者数・登録者数も大きく増加しています。 

 カーナビにおいては、「つながる」ことによる付加価値向上を目指した取り組みが多く見受けら

れます。これら「つながる」機能を活かして、現在では多くの事業者が「カーナビ、ＰＣ、携帯電話」

の３つのウィンドウを連携し、統合的なサービスを提供しています。 

 また、カーナビメーカーや、地図情報サービス事業者は、携帯電話、ＰＮＤの中間辺りに位置す

る製品を市場に投入し、新たな市場を創出しつつあると言えます。 

 ＩＰＴＶにおいては、全体的なＩＰＴＶ契約数の動向や、アクトビラ、ＵＳＥＮ（ＧｙａＯ ＮＥＸＴ）などのＩ

ＰＴＶに関するサービス事業者の状況をみると、着実に浸透し始めていると言えます。浸透の要因

としては、ＩＰＴＶへの接続環境が整備され始めてきたことや、提供コンテンツの魅力向上に向けた

事業者の努力などが考えられます。 
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図表７ 日本におけるインターネットビジネスの動向 

PCPC

• 消費者の行動に変化。1回当りの購買単価は減少、購買頻度が増加する傾向。

• 独自にECサイトを運営してきた事業者が、積極的にショッピングモール、価格

比較サイトを利用。

ウィンドウ 動向動向

携帯電話携帯電話

カーナビカーナビ

IPTVIPTV

• PCのEC販売額（物販）の成長率鈍化に対して、携帯電話のEC販売額（物
販）は、高い成長率を維持。CGMも、PC向けサイトと比較して、携帯電話向け

サイトが好調。

• デジタルコンテンツ配信が好調。映像配信、電子書籍などの利用者数も増加。

• 「つながる」ことによる付加価値向上を目指した取り組みが増加。
各社、カーナビ、PC、携帯電話をつないだ、統合的なサービスを提供。

• 各社は、携帯電話、PNDの中間に位置する新たな製品の市場を創出。

• IPTV、及び関連サービスは、着実に浸透中。

• 事業者はIPTV接続環境向上、提供コンテンツの魅力向上に向けた施策を

展開。

 
 

②米国 

 

 ＢｔｏＣ ＥＣは大手独り勝ち状態。ＳＮＳ事業者は、新たなビジネスモデルを模索。 

 ３Ｇ対応スマートフォンで、モバイル向けインターネットビジネスが活性化。 

 カーナビ（ＰＮＤ）、ＩＰＴＶ向けのインターネットビジネスも徐々に拡大。 

 

 ２００８年の米国におけるＢｔｏＣ ＥＣは、Ａｍａｚｏｎ等、大手ＥＣ事業者の独り勝ち状態でした。 

 ＭｙＳｐａｃｅやＦａｃｅｂｏｏｋなどに代表されるＳＮＳにおいては、広告収入に依存する既存の収益

モデルが限界を迎えつつあるといった観測もみられ、新たな収益モデルの確保に向けた動きも活

発化しています。 

 また、２００８年は、携帯電話ウィンドウがインターネットサービスを展開する上で最も注目され

た年であったと言えます。従前、米国では第二世代の携帯電話が主流であることから、モバイル

インターネットサービスはあまり普及していませんでしたが、Ａｐｐｌｅ社のｉＰｈｏｎｅ３Ｇに代表される

３G対応のスマートフォンの登場により、検索サービスやモバイルテレビ、モバイルＳＮＳなど、あら

ゆるモバイルインターネットサービスの利用が大きく進展しています。 

 特に、モバイルインターネットの利用のあり方に最も大きな影響を与えたのが、ウィジェットと呼

ばれる、ｉＰｈｏｎｅ上で特定の機能を実行するための簡易アプリケーションです。これにより、従来Ｐ

Ｃで事業を展開していた Wal-Mart などの大手ＥＣ事業者がｉＰｈｏｎｅ上でモバイルコマースサイトを

開設するなどの新しい動きが見られています。 
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 カーナビでは、主にＰＮＤ事業者により通信機能を利用したサービスが提供され始めています。

これらのサービスは開始直後ということもあり、未だ利用が進展している状況とは言えませんが、

リアルタイムの渋滞・事故情報や天気情報の提供、所在地付近の施設情報やエンターテイメント

情報、ガソリンスタンドでのガソリンの価格情報などの多様なサービスが提供されています。 

 こうした地図情報や提供コンテンツには、Ｙａｈｏｏ！Ｌｏｃａｌ ＳｅｒｖｉｃｅやＭＳＮ Ｄｉｒｅｃｔなど、他ウ

ィンドウで展開されたサービスのものが使用されています。 

 ＩＰＴＶサービスの提供事業者はＶｅｒｉｚｏｎやＡＴ＆Ｔなどの通信事業者が中心であり、ケーブル事

業者とのブロードバンド回線シェア争奪戦の中、付加サービスの一環としてトリプルプレイサービ

スと共に安価に提供されています。元々ケーブル事業者からの多チャンネル・ＶＯＤサービスの利

用が多い米国では、同様のサービスを提供するＩＰＴＶの浸透率は全体的にはまだ低い状態です

が、利用者数は着実に増加しています。 

 ＩＰＴＶ上でも、カーナビと同様、番組の情報収集や録画予約はＰＣ上や携帯電話上で行うという、

インターネットを利用したウィンドウ間での連携が行われています。 

 

図表８ 米国におけるインターネットビジネスの動向 

PCPC

• BtoC-ECは、大手EC事業者独り勝ち状態。

• SNS事業者は、広告収入に依存した、既存ビジネスモデルに行き詰まり、新

たな収入源を模索中。

ウィンドウ 動向動向

携帯電話携帯電話

カーナビカーナビ

IPTVIPTV

• 3G対応のスマートフォンの登場により、検索サービスやモバイルテレビ、モバ
イルSNSなど、あらゆるモバイルインターネットサービスの利用が大きく進展。

• 大手EC事業者が、iPhoneのウィジェットなどを提供して、モバイルコマースを

積極展開。

• PND事業者が、通信機能を利用したサービスを提供開始。

• PND事業者は、PND上で提供する地図情報や各種提供コンテンツの調達に

おいて、他ウィンドウのインターネットビジネスサービス事業者と連携。

• 通信事業者が中心となり、付加サービスの一環としてトリプルプレイサービス
と共に安価に提供。

• IPTVの浸透率は全体的には低いが、主要事業者が提供するサービスの利用

者数は、着実に増加。  
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③欧州 

 

 英国、ドイツ、フランスではＢｔｏＣ ＥＣは順調に拡大。英国を中心に、「小口物流に依存し

なくても可能なＥＣ」が盛ん。 

 携帯電話向け、ＩＰＴＶ向けのインターネットビジネスは今後の拡大に期待。携帯電話事業

者と、カーナビ（ＰＮＤ）事業者が連携、競合。 

 

 主な調査対象とした欧州の３ヶ国（英国、ドイツ、フランス）では各国ともＰＣ上のＥＣの伸びは大

きく、二桁成長を続けている。 

 英国を中心として、店舗、ウェブ、カタログを活用したマルチチャネル販売が行われているが、

なかでも、ウェブ上から注文を行い、顧客が店舗で受取るモデルが人気であり、ドイツ、フランスで

も同様のサービスが展開されつつある。 

 米国の主要事業者であるＡｍａｚｏｎのサイトは欧州各国でも広く利用されているが、各国での売

上首位は現地の事業者に譲っている状況である。 

 デジタルコンテンツサービスでは、ＡｐｐｌｅのｉＴｕｎｅｓの存在が大きいが、他の事業者も様々なサ

ービスを展開している。特に、通信事業者がサービスを積極的に展開しており、フランスではブロ

ードバンド、電話、ＩＰＴＶをセットで提供するトリプルプレイの付加サービスとして提供されている。 

 ＣＧＭではＳＮＳや動画共有サイトの利用が多い。ＦａｃｅｂｏｏｋやＭｙＳｐａｃｅなど、米国発のサー

ビスの利用者も多いが、同様に現地を発祥としたサービスにも人気が集まっている。 

 携帯電話では、英国、ドイツ、フランスにおける３G 携帯電話端末の普及率は未だ低く、主な利

用方法も、着信音、画像、ゲームなどのダウンロードに限定されている。 

 ただし、３Ｇ携帯電話端末も緩やかではあるが、着実に普及しつつあり、携帯通信事業者や携

帯電話メーカーは、音楽ダウンロードサービス、動画配信サービスなどの提供を開始している。今

後の拡大が期待されるところである。 

 カーナビは、欧州ではＰＮＤが主流となっており、近年の出荷台数も大幅に伸びている。 

 従前、ＰＮＤは通信機能を持たないものが主流であったが、近年では携帯通信事業者との連携

による、インターネットを活用したサービスも展開されつつある。 

 一方、携帯通信事業者や携帯電話メーカーも、ＧＰＳを利用したサービスを積極的に展開中で

あり、今後これらのサービスとＰＮＤが競合することも考えられる。 

 ＩＰＴＶは欧州全体では普及率が未だ低い状況にある。最も普及が進んでいるフランスにおいて

も、２００７年時点で普及率１２％であり、高いとは言い難い。他国では数％程度である。欧州のＩＰ

ＴＶのサービスは、通信事業者が主導してブロードバンド、電話、ＩＰＴＶのトリプルプレイパッケージ

で提供されている。 
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図表９ 欧州におけるインターネットビジネスの動向 

PCPC

• 英国、ドイツ、フランスでは、ECは順調に拡大。

• 英国を中心に、ECサイトでの発注を受け、リアル店舗でピッキングされた商品
を、購入者が店舗で受け取る「小口物流に依存しなくても可能なEC」が盛ん。

ウィンドウ 動向動向

携帯電話携帯電話

カーナビカーナビ

IPTVIPTV

• 携帯電話からのインターネットアクセスは、今後の普及に期待。

• インターネットの利用方法は、着信音、画像、ゲーム等のダウンロードが中心。
（音楽配信などは、今後拡大が予想される）

• PNDでは、携帯電話事業者との連携による、インターネットを活用したサービ

スの展開が拡大。

• 携帯通信事業者などが、GPSを利用し、PNDと競合し得るサービスの展開を

拡大。

• IPTVは、今後の普及に期待。

• 通信事業者が主導し、ブロードバンド、電話、IPTVのトリプルプレイで提供。

 
 

④アジア 

 

 中国ではＣｔｏＣ ＥＣが急激に拡大。韓国は「オープンマーケット」形態のＢｔｏＣ ＥＣが 

拡大傾向。 

 携帯電話向けインターネットビジネスは、デジタルコンテンツを中心に拡大。 

 カーナビ、IPTV 向けインターネットビジネスは、今後の拡大に期待。 

 

 主な調査対象とした中国、韓国、シンガポール各国のＥＣ発展状況は、それぞれ異なります。中

国では現在、ＢｔｏＣ ＥＣ、ＣｔｏＣ ＥＣ共に、急速に拡大しています。特にＣｔｏＣ ＥＣの拡大は著し

く、市場の規模、成長率共にＢｔｏＣを大きく上回っている状況です。韓国では、オープンマーケット

と呼ばれる、誰もが販売者として比較的気軽に市場に参加できる形態のＢｔｏＣ ＥＣを中心に、着

実にＥＣが拡大しつつあります。シンガポールでは、現時点、ＢｔｏＣ ＥＣの市場規模自体はさほど

大きくないと考えられますが、消費者のオンラインショッピングの利用率は増加傾向にあります。 

 デジタルコンテンツサービスに着目すると、中国、韓国では利用が拡大しています。いずれも音

楽配信や、オンラインゲームが市場拡大を牽引しています。無料で視聴可能なサービスが多く、

事業者は、広告料で収益をあげている状況です。シンガポールでは、デジタルコンテンツの利用

者は多くはありません。但し、無料視聴が主流の中国、韓国と異なり、有料課金のサービスが定

着しつつある点が特徴的と言えます。 
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 ＣＧＭ、その他サービスの領域についてみると、中国、韓国では、ブログや、ＳＮＳの利用が拡

大傾向にあります。事業者の収益源は、デジタルコンテンツと同様、広告料が多くなっていますが、

韓国では利用者のページを飾るアイテムの販売で大きな収益を上げている事業者も存在します。 

 携帯電話では、各事業者が携帯電話向けのＥＣ（物販）サイトを運営していますが、利用は低調

です。一方、デジタルコンテンツに関しては、音楽配信などを中心に利用がかなり浸透しており、

現在も拡大傾向にあります。また、携帯電話のデジタルコンテンツサービスは、ＰＣでのデジタルコ

ンテンツサービスと異なり、利用者への課金モデルが定着しているケースが多く見受けられます。

ＣＧＭサービスに関しては、ブログ、ＳＮＳなどが利用されています。 

 カーナビでは、PND 市場が拡大しつつあります。特に、最近、中国ではディーラーオプションとし

て PND が採用されたこともあり、大幅に出荷台数が伸びているといいます。ただし、流通している

PND は、現時点では通信機能を持たないものが主流であり、カーナビ上でのインターネットビジネ

スの展開は、あまりみられない状況です。 

 ＩＰＴＶについては３カ国共に、サービス開始から間もないため、利用者はまだ少なく、今後の拡

大が期待されます。韓国では現在、ＩＰＴＶ上のショッピング番組で、リモコンを用いた注文・決済を

可能とする先進的なサービスが提供されており、今後の拡大に寄与するものと思われます。 

 韓国、シンガポールでは大手の通信事業者が展開を主導、中国では放送事業者と通信事業者

が連携して展開を推進しています。中国では、ＩＰＴＶサービス展開に必要なライセンスを取得でき

るのは放送事業者に限定されているため、通信事業者単独ではＩＰＴＶサービスを展開することが

できません。 
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図表１０ アジアにおけるインターネットビジネスの動向 

 

PCPC

• 中国ではCtoC-ECが急速に拡大。韓国では、「オープンマーケット」形態の
B2C-ECが、着実に拡大。

• 中国、韓国では、デジタルコンテンツサービス、ブログ、SNSの利用が拡大。

ウィンドウ 動向動向

携帯電話携帯電話

カーナビカーナビ

IPTVIPTV

• EC（物販）サイトの利用は低調。

• デジタルコンテンツサービスの利用は、音楽配信などを中心に浸透、拡大。

• PNDの市場は拡大傾向にあるものの、通信機能を持たないものが多く、イン

ターネットサービスへの影響は微小。

• IPTVは今後の普及に期待。

• 韓国、シンガポールでは大手の通信事業者が展開を主導、中国では放送事
業者と通信事業者が連携して展開を推進している。

 
 

（２）ウィンドウ間連携 

  

 現在、世界的に、ＰＣ、携帯電話、カーナビ、ＩＰＴＶの各ウィンドウ向けのインターネットビジ

ネスが展開。 

 これに伴い、ウィンドウ単独でビジネス展開を行なうのではなく、各ウィンドウを有機的に連

携させ、サービスの高度化を図る動きが加速。 

 

 現在、ウィンドウ間を連携するサービスモデルは、連携パターンにより、大きく3種類に大別する

事ができます。複数ウィンドウを対象とした、同一コンテンツの提供、複数ウィンドウ間での同一サ

ービス提供、複数ウィンドウ間でのサービスプロセス連携の３種類です。 

 また、ウィンドウ連携によるサービスの拡大を目指すサービス提供事業者のビジネスモデルは、

大きく２つに分けられます。Ａｐｐｌｅに代表される、コンテンツから端末（Ｍａｃ ＰＣ、ｉＰｈｏｎｅ、ｉＰｏｄ）

までを一貫して提供する垂直統合モデルと、Ｇｏｏｇｌｅに代表される、一部機能をプラットフォーム

的に幅広く提供する水平展開モデルです。 
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図表１１ 各国・地域におけるウィンドウ間連携の状況 

 

 

複数ウィンドウ
を対象とした

同一コンテンツ
提供

日本 米国 欧州 アジア

複数ウィンドウ
間でサービス
プロセス連携

垂直統合
モデル

水平展開
モデル

放送コンテンツの二次配信先として、PC、モバイル、IPTVにて提供

Googleによる携帯電話オープンプラットフォーム「アンドロイド」／カーナビ⇔PC情報連携プラットフォームとしてのGoogle Map

CGMサイトのオープンプラットフォーム化（MySpace、Facebook、mixi）による他サイトとの連携

AmazonのAPI公開に端を発したアフィリエイト・プログラム

AppleによるPC-モバイル（音楽プレイヤー）-デジタルコンテンツ垂直統合ビジネス展開

PCウィンドウで情報収集⇒カーナビで情報連携

PCウィンドウで情報収集
⇒IPTVにてコンテンツ視聴

NokiaによるPC-モバイル-
デジタルコンテンツ垂直統合

PCウィンドウにて物品購入⇒商品ピックアップは実店舗

Evernoteによるデジタルデータ
のPC⇔iPhone間での共有など

複数ウィンドウ
間で同一サービス

提供

PCウィンドウ向けサービス⇒モバイルウィンドウで同様のサービスを展開（EC/CGM共通）

IPTV上でTwitterサービス

を提供

ナビゲーションサービスのマルチデバイス展開
PNDと携帯電話のデバイス融合

•IPTV上でブログ閲覧
⇒携帯で書き込み
•IPTV上でEC商品検索⇒
PC、携帯にて決済

韓：IPTV上でBtoC EC（物販）

サービスを提供

凸版印刷（Shufoo!）による
チラシコンテンツのPC、モバイル

IPTV、店頭KIOSK端末との

連動

ウ
ィ
ン
ド
ウ
間
連
携

ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル

 

 

 

以上 


